
 

 

 

 

 

 

令和４年度第１回 

茨城県障害者差別解消支援協議会 

会議資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

茨城県 福祉部 障害福祉課 

令和５年６月 



区　分 団体役職 委員氏名

1 茨城県身体障害者福祉協議会 理　　事 米川
よねかわ

　正典
まさのり

2 茨城県視覚障害者協会 理　　事 豊島
とよしま

　京子
きょうこ

3 茨城県聴覚障害者協会 手話委員長 吉沢
よしざわ

　馨
かおる

4 茨城県手をつなぐ育成会 副 会 長 飯村
いいむら

　晴代
はるよ

5 茨城県肢体不自由児者父母の会連合会 理    事 尾
お
㘴
ざ
原
はら

　由香
ゆ か

6 茨城県心身障害者福祉協会 副 会 長 檜山
ひやま

　太一
たいち

7 茨城県精神保健福祉会連合会 副 会 長 弓野
ゆみの

　孝子
たかこ

8 茨城県精神科病院協会 会    長 高沢
たかさわ

　彰
あきら

9 茨城県訪問介護協議会 理    事 渋谷　節子
しぶや　せつこ

10 茨城県社会福祉協議会 副 会 長 森田
もりた

　百合子
ゆ り こ

11 茨城県自閉症協会 会    長 秋田
あきた

　晴美
はるみ

12 茨城県難病団体連絡協議会 理    事 宇佐美
う さ み

　幸枝
さちえ

13 茨城県特別支援学校長会 会    員 東ケ﨑　明美
とうがさき　あけみ

学識経験者 14 茨城県医師会 常任理事 伊藤　金一
いとう　きんいち

15 茨城県歯科医師会 理    事 中井
なかい

　巳
み
智
ち
代
よ

16 茨城県看護協会 常任理事 樫谷　厚子
かしや　あつこ

17 筑波大学 教　　授 小澤　温
おざわ　あつし

18 弁護士 弁 護 士 森田
もりた

　冴子
さえこ

19 茨城県社会福祉士会 理　　事 滝口
たきぐち

　康子
やすこ

20 茨城県介護福祉士会 理　　事 井
いで

手　
み
実
わ
和

21 茨城県理学療法士会 理　　事 鈴木　和江
すずき　かずえ

22 茨城県作業療法士会 監　　事 西　マナミ
にし　まなみ　

23 茨城県議会保健福祉委員会 委 員 長 磯崎
いそざき

　達也
たつや

24 茨城労働局職業安定部 部　　長 藤嶋
ふじしま

　篤史
あつし

25 茨城県市長会
常務理事兼
事務局長 堀江

ほりえ
　英夫
ひでお

茨城県障害者差別解消支援協議会　委員名簿

選　　　出　　　団　　　体

 障害者の代表
 及び障害者の
 福祉に関する
 事業に従事す
 る方

行政機関
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令和４年度 障害を理由とする差別の解消に関する取組みについて 
 
１ 茨城県障害者差別相談室の運営 

１ 実施主体 県（茨城県手をつなぐ育成会に委託） 
２ 事業開始 平成 27年４月１日 
３ 設置場所 セキショウ・ウェルビーイング福祉会館（県総合福祉会館）２階 
４ 相 談 員  ３名体制 
５ 相談時間 午前９時～午後５時（月曜～金曜 祝日・年末年始を除く） 

           相談電話：029-246-6049  ＦＡＸ：029-246-6048  

         Ｅメール：s-sohdan@bz04.plala.or.jp 

６ 事業内容 
 電話、来所等による相談対応、必要な助言、情報提供及び関係者間の調整 
 県からの依頼に基づき行う、企業・団体等に対する普及啓発活動等 

 
【相談件数の推移】 

 
相談 

者数 

内        訳 

相 談 者 相 談 方 法 障 害 種 別 

本 人 家 族 その他 電 話 来 所 メール FAX 等 身体 知的 精神 その他 

H27 141 96 22 23 115 16 0 10 40 14 53 34 

H28 173 138 20 15 145 14 0 14 50 19 69 35 

H29 112 88 15 9 102 8 2 0 20 8 61 23 

H30 107 92 10 5 98 5 3 1 30 2 62 13 

R1 84 65 9 10 77 3 4 0 24 7 39 14 

R2 68 51 10 7 58 4 6 0 18 5 37 8 

R3 107 76 12 19 96 1 10 0 39 8 43 17 

R4 

4-1 月 
78 55 11 12 65 0 12 1 21 8 26 23 

・相談件数が増加した R3 年度と比較すると、R4年度は若干の減少傾向にある。 

・相談者の障害種別では、身体、精神障害者の方からの相談が多い。 

 

【相談件数の分野別内訳】 

 合計 
内        訳 

福祉 医療 商品サ 雇 用 教育 文化 建物 交通 不動産 情報 意思 その他 

H27 141 30 3 7 22 14 0 3 5 1 0 0 56 

H28 173 22 4 12 19 4 0 1 6 0 2 0 103 

H29 112 19 5 7 12 7 1 0 2 0 2 0 57 

H30 107 23 6 8 9 2 2 2 3 0 2 0 50 

R1 84 8 7 8 13 3 2 0 3 0 0 0 40 

R2 68 7 7 3 6 6 2 0 2 1 1 0 33 

R3 107 16 7 5 13 10 0 0 4 1 2 0 49 

R4 

4-1 月 
78 17 3 1 14 2 3 1 3 1 1 0 32 

 ・相談内容の分野は「福祉」、「雇用」に関する相談が多い。 
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２ 主な相談事例 

 相談者 分野 相談内容 対応・経過等 

１   

  

２   

  

３   

  

 

 

 

相談事例については、特定の個人や団体等が特定される恐れがあるため、非公開 
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３ 普及啓発活動 
 

（１）差別相談事例集（第４版）及び障害者権利条例パンフレットの配布 

・（３）に記載のあるスポーツイベントで来場者に差別相談事例集を配布。(約 2,000 部) 

・令和４年３月に作成した障害者権利条例パンフレットを商工会議所連合会及び商工会連合会を通じ

て県内の各商工会議所・商工会に配布。 

・その他、市町村障害福祉担当課や関係団体からの要望に応じて随時配布。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）新聞広告 

 

 

 

 

 

 

（３）スポーツイベントにおける人権啓発活動の実施 

茨城に障害のある人の権利条例をつくる会等の関係団体と協力し、Ｊリーグ水戸ホーリーホ

ックの試合、B リーグ茨城ロボッツの試合においてＰＲ活動を実施。（令和４年 10月２日、令

和４年 11月 30 日） 
 
 
 
 
 
 

・条例や相談室を周知するための広告を掲載 

・掲載日 

令和４年 12 月３日～９日 

（障害者週間のうち１日） 
・掲載紙 

朝日新聞、茨城新聞、産経新聞 

東京新聞、日経新聞、毎日新聞 
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（４）市町村担当職員等研修会 

市町村職員を対象にした研修会を動画配信形式で開催。 

 

【内容】 

・県障害福祉課及び茨城県障害者差別相談室から障害を理由とする差別の解消に関する取組み

と相談室の活動について説明 

・障害当事者から社会的障壁や合理的配慮の提供等について聞く講演 

     標題「社会モデルと合理的配慮」 

 

（５）出前講座の実施 

   県障害福祉課の担当職員や相談員を派遣し、障害者権利条例の取組み等を説明する出前講座

を実施。 
   

【令和４年度（１月末時点）実績：１４件】 
   

＜主な派遣先＞ 
水戸市役所         新規採用職員研修会 
茨城県警察学校       警察学校初任科生 
古河市役所         新任課長職員研修会 
茨城県作業療法士会         会員 
障害福祉サービス事業所   職員 等 

    
  その他、市役所等の行政機関、障害福祉サービス事業所等に講師を派遣。 
 
（６） その他の活動 

・NHK データ放送（県域放送）での周知（Ｒ４.６月、Ｒ４.１２月） 

・県公式ツイッターでの周知（Ｒ４.１２月、Ｒ５.１月、Ｒ５.２月） 
・障害者権利条例やヘルプマークに対する県民の認知度等を把握するため、インター 

ネット調査を実施（Ｒ４.９月） 
 
（７）ヘルプマークに関する啓発活動 

・令和元年６月１０日（月）から配布開始 
・配布場所 県庁障害福祉課、健康推進課、少子化対策課 

        各県民センター（県内４箇所） 
        各保健所（県内１１箇所） 
        各市町村窓口 
        茨城県高次脳機能障害支援センター 等 
  ・啓発活動 NHK データ放送での周知（Ｒ４.４月、Ｒ４.５月） 
        茨城県公式ツイッターでの周知（毎月１回程度投稿） 
        (４)の担当者研修会の場などを活用し、ヘルプマークを含む障害者のためのマー

クについて周知  
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